
国土交通省からのお知らせ・ご案内
最近のトピック（国土交通省報道発表等）



NO 掲示日 トピックのタイトル URL コード

1 令和8年8月24日
第２回「適正原価の設定に向けた有識者検討会」を開催します
～関係者へのヒアリングを実施～

https://www.mlit.go.jp/report/p
ress/jidosha04_hh_000359.html

2 令和8年8月26日
「標準的運賃」に係る実態調査結果の公表
～「標準的運賃」の浸透・活用状況等について調査を実施～

https://www.mlit.go.jp/report/pres
s/jidosha04_hh_000361.html

3 令和8年8月31日
忘れない、いつもの暮らしにクルマの点検 点検整備やらないと
～９月・１０月は「自動車点検整備推進運動」の強化月間です～

https://www.mlit.go.jp/report/pres
s/jidosha09_hh_000364.html

4 令和8年8月25日
国土交通省「自動運転トラック実装支援事業費補助金」における二次
公募結果の公表について

https://www.pwc.com/jp/ja/news-
room/2026/autonomous-truck-
investigation2608.html

5 令和8年8月26日

中小物流事業者の労働生産性向上事業費補助金（荷役等の効率化
に向けた「標準仕様パレット」の利用促進支援事業）の４次公募につい
て

https://www.mlit.go.jp/report/pres
s/tokatsu01_hh_001038.html

6 令和8年8月31日
令和８年度自賠責制度広報・啓発活動の実施について
～あなたの自賠責が、みんなの交通社会を支えている。～

https://www.mlit.go.jp/report/pres
s/jidosha02_hh_000773.html
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No.1「適正原価の設定に向けた有識者検討会」について

【学識経験者】
・山内 弘隆  一橋大学名誉教授（座長）
・大島 弘明   流通経済大学流通情報学部教授
・首藤 若菜   立教大学経済学部教授
・西成 活裕   東京大学大学院工学系研究科教授
・二村 真理子 東京女子大学現代教養学部教授
・矢野 裕児   流通経済大学流通情報学部教授

【運送業界】
・（公社）全日本トラック協会

構 成 員

【行政】
・原田 修吾  国土交通省大臣官房総括審議官兼物流統括調整官
・奈良 和美  国土交通省大臣官房審議官（物流・自動車）
・高橋 一郎  農林水産省大臣官房新事業・食品産業部長
・浅井 俊隆  経済産業省大臣官房審議官（商務・サービス担当）

【労組】

○第１回検討会を７月17日に開催。その後は月１回の頻度で関係者ヒアリング
や論点整理等を行い、年内を目途に提言とりまとめ。

○提言を踏まえ、物流政策推進会議、運輸審議会を経て、「適正原価」を告示

○令和７年６月に成立・公布した貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（令和７年法律第60号）及び貨物自動車運
送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律（令和７年法律第61号）により、トラック運送事業者が自ら貨物を
運ぶときや、他のトラック運送事業者等に運送を委託するときは、国土交通大臣が定める「適正原価」を継続して下回らないようにする
こととされ、本規定については、同法の公布から３年以内に施行することとされているところ。

○ これを受け、国土交通省、経済産業省、農林水産省等の行政機関、学識経験者、関係団体等を構成員とする「適正原価の設定
に向けた有識者検討会」を立ち上げ、「適正原価」の適切な設定に向けた論点整理と方向性について、議論を行う。

概 要

今後の進め方（想定）

【関係団体】
・（公社）全国通運連盟
・（一社）日本経済団体連合会
・日本商工会議所
・全国中小企業団体中央会
・全国商工会連合会
・全国農業協同組合中央会

委員

オブザーバー

【行政】
・吉川 泰宇 公正取引委員会事務総局経済取引局調整課長
・川口 俊徳 厚生労働省労働基準局労働条件政策課長
・小高 篤志 中小企業庁事業環境部取引課長

・「適正原価」に関する基本的な考え方
（適正原価の目的、定義・位置付けや制度設計 等）

・「適正原価」の構成要素及び算出の枠組み

※「適正原価」の具体的な金額については議論しないことを想定

提言のイメージ

専門委員

・（公社）全日本トラック協会
・全日本運輸産業労働組合連合会
・全国交通運輸労働組合総連合

【労組】
・全日本運輸産業労働組合連合会
・全国交通運輸労働組合総連合



No.1 「適正原価」に関する規定の全体像

荷主

○ トラック運送事業者は、自ら貨物を運ぶときや、他の事業者に運送を委託するときは、国土交通大臣が定める「適正原

価」を下回らないことを確保しなければならない。

○ 一般貨物自動車運送事業者であるA社に着目した場合における法的義務や違反時の法的措置等は以下のとおり。

A社
（トラック事業者：元請）

更新の不許可（法第６条の２）

自らが引き受ける貨物の運送に係る運賃
及び料金が（継続して）適正原価を下回
ることとならないようにしなければなら
ない
（法第９条の３第１項）

他の貨物自動車運送事業者の行う運送を利用
するときは、その利用する運送に係る運賃及
び料金が（継続して）適正原価を下回ること
とならないようにしなければならない
（法第９条の３第２項）

運賃及び料金について、適正
原価を下回る水準で継続的に
収受した場合

運賃及び料金について、適
正原価を下回る水準で継続
的に収受せざるを得ない状
況を生じさせた場合

運賃及び料金について、適正
原価を下回る水準で継続的に
支払った場合

適正化機関による巡回指導（法第３９条）

トラック・物流Ｇメンによる
是正指導（働きかけ、要請、勧告・公表）

（法附則第１条の２）

法違反違反原因行為

監査による行政処分（法第３３条）

B社
（トラック事業者：
一次請け）

法
的
義
務

違
反
事
由

法
的
措
置

受託 委託

対 荷主等

対  トラック事業者



21% 47% 31%

○ 運賃交渉を行っている事業者の割合は、近年微増してきたが、令和７年度は９０％となり、前年度より１６％増
加した。
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n=1，946

標準的運賃を提示している
標準的運賃等を考慮した
自社運賃を提示している

n=4，401新たな運賃は提示していない
（既存の自社運賃を継続）
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No.2 運賃交渉の実施状況の推移
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No.2 収受運賃実態調査結果～「標準的運賃」との乖離率の推移～

○ 「標準的運賃」と実際に収受できた運賃との乖離率を調査
○ 令和２年に告示した「標準的運賃」と比較した場合、「概ね収受できている」割合は増加傾向にあったが、令
和７年度はやや減少している。

9

2026.6.23

適正原価検討会
資料用に修正
⇒こちらを採用

※令和７年度調査はサンプル数が過去調査と比較して少ないことに加え、回答者の属性（地域構成等）が令和６年度と大きく異なっていたことから、結果の解釈および過去調査との単純な比較には一定の留保が必要である。



○ 自動車ユーザーに適切な点検整備の実施の必要性を理解してもらうため、国土交通省と自動車関係３１団体で構成す
る「点検整備推進協議会」及び自動車関係１５団体で構成する「大型車の車輪脱落事故防止に係る連絡会」が中心と
なって「自動車点検整推進運動」を実施。

○ 全国統一強化月間（９月）に加えて地域独自強化月間（R８年度は全地域で１０月）を設定し、点検整備の必要性や重要
性、大型自動車に関する適切な点検整備の実施方法等の啓発を重点的に実施。

具体的な取り組み

○ 大型車の車輪脱落事故やバスの車両火災事故等の防止のため、ホイールの取付
け状態や燃料装置等の重点箇所に係る点検等を実施。

○ 大型車ユーザーへの、ブレーキ等の安全上重要な装置の点検整備をはじめとした
整備管理業務の徹底。

○ 大型車に特化したチラシ等を用いて、点検整備実施を啓発。

大型自動車に関する適切な点検整備の実施方法の啓発

○ 運輸局・運輸支局及び地方関係団体と連携し、地方の点検整備に係る課題解消に向けた取り組みを実施。

地域の実情等に即した広報・啓発

○ 女性や10代～30代の若者世代の自動車ユーザーに重点を置き、
点検整備の必要性や重要性を啓発。

点検整備の必要性や重要性の啓発

• ポスター・チラシ、ＳＮＳ等を活用して幅広く広報を実施
• 地域の特色を生かしたイベント等の開催
• 点検整備実技講習や無料点検等を実施
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自動車点検整備推進運動

No.3 点検整備の確実な実施に向けた取組



No.4



No.5 「標準仕様パレット」の利用促進支援事業の４次公募について



No.6
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